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令和８年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ２ 府 省 庁 名   内閣府            

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の拡充及び延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

地域再生法に基づき、都道府県知事から地方活力向上地域等特定業務施設整備計画(以下「整備計画」という。)

の認定を受けた法人等が、当該認定を行った都道府県知事が作成した地域再生計画に記載されている地方活

力向上地域等内において特定業務施設を整備した場合、以下の課税の特例を受けることができる。 

（１）特定建物等を取得等した場合の特別償却又は税額控除制度（オフィス減税） 

（２）特定業務施設において雇用を増加させた場合の税額控除制度（雇用促進税制） 

 

・特例措置の内容 

企業の地方移転等を促進し、地方における雇用創出等を図るため、地方における企業拠点の強化を促進する

税制措置（地方拠点強化税制）の適用期限を延長（２年間）するとともに、以下の拡充を行う。 

 

・オフィス減税の税額控除率等の引き上げ 

・オフィス減税の対象施設に中古物件の購入・改修を追加 

 

 

関係条文 

租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第十条の四の二、第十条の五、第四十二条の十一の三、 

第四十二条の十二 

地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第五号、第十七条の二 

減収 

見込額 

［初年度］ 精査中 （ ▲155 ）  ［平年度］ 精査中 （ ▲155 ） 

［改正増減収額］ ―                             （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

企業の事務所、研究所、研修所の東京 23区から地方への全部又は一部移転や、地方における拠点の強化を

促進することで、地方における雇用の創出等を図る。 

 

（２）施策の必要性 

地方における雇用創出等を促進するためには、関係施策を総動員し、総合的に取り組んでいく必要がある。

その中でも本税制は、企業に対してインセンティブを高めることで、地方移転や地方拠点の強化の経営判断

を促し、地方において雇用を創出しようとする重要な政策手段の一つである。 

新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に、テレワークやリモートワークなどが定着してきた企業におい

ては、企業の機能の全てを東京 23区や首都圏に置く必要性は減少するとともに、多様な働き方導入による従

業員のワークライフバランス向上や、近年頻発する自然災害等への BCP対策へのメリット等が浸透しつつあ

る。 

こうした背景から、民間調査機関によれば、令和６年度の首都圏からの転出企業数は４年連続で年間 300

社を超え 363社となった一方、地方から首都圏への本社移転は前年に比べて減少傾向が見られ、結果として

首都圏企業は４年連続で転出超過を記録しており、地方移転の動きが一段と強まっている。 

政府としても地方創生 2.0基本構想（骨子）において、「過度な東京一極集中は、深刻な交通渋滞や住環境の

悪化、災害等のリスクもあり、東京一極集中のリスクに対応した人や企業の地方分散が重要である」として、

企業の地方への移転・拡充の必要性を重視しているところ。 

一方、東京圏は転入者数が転出者数を上回る「転入超過」傾向が長らく続いており、転入超過数の大半を

10 代後半及び 20 代の若者が占めていることから、就職等が一つのきっかけとなっていると推察される。ま

た、男女別では女性の転入超過数が男性を上回って推移しており、女性・若者にとって魅力ある雇用を地方

で増やし、若者や女性にも選ばれる地方をつくることは、地域への人の流れをつくる観点から急務となって



  2 ­ 2 
 

いる。 

令和６年度の税制改正により、若者・女性にとって魅力ある雇用創出を促すため、対象となる事務所に商

業事業部門の一部及びサービス事業部門の一部を追加するなど拡充を行い、令和７年６月末時点で商業事業

部門の一部（10件）、サービス事業部門（４件）の認定を行ったところ。 

企業の地方移転・拡充への意識の高まりを衰えさせることなく、企業の本社機能の移転・拡充を進め、地

方に魅力ある雇用環境の創出し、地方への人の流れを作るためには、税制の適用を２年間延長するとともに、

企業へのインセンティブを高めることが必要である。 

整備計画の認定事業者に対して行ったアンケートでは、本税制に対する改善要望として高かったのが「税

額控除率・減価償却率の増加」、「中古物件の購入・改修費用の対象化」となっている。企業の移転検討の阻

害要因として「財政的余裕がないこと」が上位であることからも、税額控除率等の引上げ及び中古物件の対

象化により、企業の地方移転・拡充へのインセンティブを高め、移転・拡充に向けた経営層の意思決定を促

すことが期待される。 

 

（以下参考） 

「地方創生 2.0（令和７年６月 13日閣議決定）」 

 「地方は過疎化が進むとともに、過度な東京圏への一極集中により、地方から東京圏に人口が流出し、地

域コミュニティや地域経済の持続可能性に悪影響を与えている。また、東京圏においても、住宅価格や賃料

の高騰、長時間通勤など、過密の進行に伴う弊害や、大規模災害リスクの可能性が指摘されている。国全体

の持続的な発展のため、東京一極集中の是正に向けた人や企業の地方分散を図る。」 

「地方での雇用や、地方への新たな人や資金の流れを創出するため、域外からの本社機能の移転・拡充を

促す地方拠点強化税制について、制度の活用促進などによる環境整備や、制度を補完する地方公共団体等の

好事例の普遍化と併せ、活用実績等の分析を踏まえた制度の見直しを検討する。」 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025（令和７年６月 13日閣議決定）」 
 「人の流れを創出・拡大するため、若者を始め、地方移住を促す取組を強化するとともに、税制の活用も

含めた環境整備による企業の地方移転や拠点拡充、産官学金労言士の連携による地域密着型企業の立ち上げ、

地域おこし協力隊による人材確保の取組を促進する。関係人口の拡大や二地域居住の促進に向け、ふるさと

住民登録制度の創設、第２のふるさとづくり・ワーケーション推進や交流・基盤施設整備、中間支援組織に

よるマッチング支援を進める。」 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 
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今
回
の
要
望
（
税
負
担
軽
減
措
置
等
）
に
関
連
す
る
事
項 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

政策６ 地方創生 

施策６ 地方創生に関する施策の推進 

政策の 

達成目標 

企業の本社機能を有する事務所等の東京 23区から地方への移転又は地方拠点の拡充を通

じて、地方において雇用を創出する。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

令和８年４月１日～令和１０年３月３１日（２年間） 

同上の期間中

の達成目標 

＜アウトプット＞ 

・地方拠点強化税制等による企業の移転・拡充に伴う従業員増加数の累計（2015～2027

年度累計）：４万人 

政策目標の 

達成状況 

アウトカムについては、東京圏外で新設された本社等の従業者数の累計は、令和６年

６月時点の推計値ではあるが、448,282人となっており、目標を達成していると考えられ

る。 

他方、足元の経済情勢の先行きの見通しが不透明な状況下において、何も措置を講じ

なければ企業の動きが鈍化してしまう懸念もある。企業の地方移転等をさらに促進し、

目標を達成するためには、延長を前提として、状況に応じた制度の見直しが必要である。 

 

＜整備計画の認定状況等（令和７年６月末時点）＞ 

 平 成

27 年

度 

平 成

28 年

度 

平 成

29 年

度 

平 成

30 年

度 

令 和

元 年

度 

令和 2

年度 

令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

累計 

認定整備

計画数 

77件 79件 71件 101件 76件 70件 68件 83件 73件 65件 16件 779件 

認定整備

計画にお

ける雇用

創出数 

4,421

人 

3,214

人 

2,793

人 

3,499

人 

1,344

人 

3,122

人 

5,815

人 

2,180

人 

4,424

人 

1,562

人 

678 

人 

33,052 

人 

※令和７年度は４～６月の３か月分 
 

＜アウトカム＞ 

東京圏外で新設された本社等の従業者数 
 平成 

27年（10
月～） 

平成 
28年 

平成 
29年 

平成 
30年 

令和 
元年 

令和 
2年 

令和 
3年 

令和 
4年 

従業者数 
11,138 

人 

45,185 

人 

63,937 

人 

55,484 

人 

53,942 

人 

46,123 

人 

50，251

人 

50，251

人 

 
令和 

5年 

令和 
6年 

(～6月) 
     累計 

従業者数 
50,251 

人 
27，721 

人 
     

448,282 
人 

※平成 28 年度、令和３年度経済センサス-活動調査を用いて試算（常用雇用者割合を乗

じて算出）。令和３年６月以降は令和６年経済センサス基礎調査を用いて試算（開設年度

割合を乗じて算出） 
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有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 
― 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

企業が地方移転を検討する際の阻害要因として、「財務的余裕がない」「社員の移住や移転の

規模が大きい」を挙げる企業が多く（※出典：経済産業省関東経済産業局（令和３年４月実施））、

企業の地方移転はこうした様々な要素を総合的に勘案した経営判断により決定されると考え

られる。その重要な判断材料のひとつとして、本税制によりインセンティブを高めることで、

企業の地方移転等に向けた企業の経営判断を後押しすることにつながる。 

したがって、本制度の延長を前提に、足下の状況にあわせた制度見直しを図ることで、企業

の地方移転等に対するインセンティブが向上し、実際の企業行動（地方移転等）を促進するこ

とで、地方における雇用創出を実現する。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

地域再生法に基づき、都道府県知事から整備計画の認定を受けた法人等に対して、当該

整備計画に従って新設等した特定業務施設において実施する事業に係る事業税、特定業

務施設に係る不動産取得税等について、地方公共団体が不均一課税等を実施している。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

― 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

― 

要望の措置の 

妥当性 

地域再生法は「地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、

地域における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進す

る」ことを目的としている。 本税制が対象とする企業の地方移転等は、都道府県が策定

し国が認定する地域再生計画に基づいて企業が作成し、都道府県知事が認定する整備計

画に基づくものである。 したがって、本税制が無差別に適用されることはなく、当該整

備計画に基づく企業の地方移転等を国が後押しすることは、地域再生法の目的に照らし

ても整合的かつ妥当であり、採択時期や予算額によって対象が制限される補助金に比べ

ると、より公平な措置である。 
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こ

れ

ま

で

の

税

負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事

項 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

○オフィス減税 
【令和３年度】 
適用事業者数：26件 
損金算入額：358,604千円 
税額控除額：1,294,477千円 
【令和４年度】 
適用事業者数：34件 
損金算入額：346,412千円 
税額控除額：933,437千円 
【令和５年度】 
適用事業者数：35件 
損金算入額：1,421,226千円 
税額控除額：649,024千円 
【令和６年度】 
適用事業者数：推計中 
損金算入額：推計中 
税額控除額：推計中 
【令和７年度】 
適用事業者数：推計中 
損金算入額：推計中 
税額控除額：推計中 
 
○雇用促進税制 
【令和３年度】 
適用事業者数：4件 
税額控除額：3,036千円 
【令和４年度】 
適用事業者数：8件 
税額控除額：11,293千円 
【令和５年度】 
適用事業者数：6件 
税額控除額：9,979千円 
【令和６年度】 
適用事業者数：推計中 
税額控除額：推計中 
【令和７年度】 
適用事業者数：推計中 

税額控除額：推計中 

※出典（令和５年度まで）「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務省）」、

（令和６年度以降）推計中 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

○オフィス減税（国税のみ） 

【令和５年度】 

① 租特の条項：42の11の３（旧68の15） 

② 適用件数：35 件 

③ 損金算入額（適用件数）： 1,421,226千円（10件） 

④ 税額控除額（適用件数）： 649,024千円（25件） 

 

○雇用促進税制（国税のみ） 

【令和５年度】 

① 租特の条項：42の12（旧68の15の２） 

② 適用件数：６件 

税額控除額：9,979千円 
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税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

地方における雇用創出を図るためには、関連施策を総動員して、総合的に取り組む必要が

ある。その中でも本税制は、地方移転や地方拠点の強化を検討する企業に対して、インセン

ティブを高めるという形でその経営判断を促すことによって、企業の地方移転や拠点強化を

実現し、それによって地方において雇用を創出しようとする重要な政策手段の一つである。 

本税制の適用を受けようとする企業が策定する整備計画については、平成 27年10月から

令和７年４月末までに、767 件が都道府県に認定されている。また当該計画に基づいて、

32,828人の雇用が地方において創出されることが見込まれる。雇用創出数は年度平均（令和

６年度まで）で3,232人と、地方における雇用創出に着実な進展が見られる。 

このことからも、本税制が政策目的の達成のために有効に機能していることが見て取れる。 

また、アウトカムである東京圏外で新設された本社等の従業者数の累計は、令和６年６

月時点の推計値ではあるが、448,282 人となっており、目標を達成していると考えられ

る。 

これらのことからも、本税制が政策目的の達成のために有効に機能していることが見て取

れる。 

なお、オフィスの新増設に係る設備投資が行われることで、建設業以外の様々な部門に経

済的な波及効果を及ぼす。具体的には、平成 27 年度から令和６年度までになされたオフィ

ス整備のための設備投資見込額に、非住宅建築の生産誘発係数を勘案して試算した結果、合

計3,980億円を超える経済波及効果が見込まれる。 

 

◯設備投資に伴う経済波及効果（参考） 

年度 設備投資に伴う経済波及効果 

平成 27年度 7,586百万円 

平成 28年度 75,471百万円 

平成 29年度 33,621百万円 

平成 30年度 33,621百万円 

令和元年度 47,546百万円 

令和２年度 40,377百万円 

令和３年度 40,233百万円 

令和４年度 62，351百万円 

令和５年度 37,551百万円 

令和６年度 52,613百万円 

令和７年度 集計中 

合計 467,983 百万円 

※オフィス減税の適用が見込まれる設備投資見込額（出典：租税特別措置（法人税関係）

の利用状況調査）に、非住宅建築の生産誘発係数 1.90495767444473（出典：平成 27年

建設部門分析用産業連関表）を乗じて算出。 

前回要望時の 

達成目標 

■地方拠点強化税制等による本社機能の移転・拡充に伴う従業員増加数の累計 ４万人（2015 

年度～2027年度累計）  

■東京圏外で新設された本社等の従業者数の累計 40 万人（2015年度～2024年度累計） 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

地方拠点強化税制等による本社機能の移転・拡充に伴う従業員増加数は、目標年である

2027年度に向けて順調に推移しており、現時点で年限まで約３年を残して目標の約８割を達

成しており、従前の進捗状況を踏まえれば、目標達成は可能であると考えられる。 

また、東京圏外で新設された本社等の従業者数の累計は、令和６年６月時点の推計値で

はあるが、448,282人となっており、目標を達成していると考えられる。 

他方で、何も措置を講じなければ企業の動きが鈍化してしまう懸念もある。企業の地方移

転等をさらに促進し、目標を達成するためには、延長を前提として、状況に応じた制度の見

直しが必要である。 
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これまでの要望経緯 

○平成 27年度税制改正要望 

 まち・ひと・しごと創生本部事務局からの要請により、地方における企業拠点の機能

強化等のための措置として内閣府、経済産業省、厚生労働省で創設を要望。本件を含む

地域再生法の改正法が平成 27年６月 19日成立、平成 27年８月 10日施行。 

 

○平成 28年度税制改正要望 

 同一事業年度において、雇用促進税制と所得拡大促進税制を併用できるよう要望。 

 

○平成 29年度税制改正要望 

 オフィス減税の税額控除率を平成 28 年度までと同水準（移転型事業：７％、拡充型

事業：４％)に維持することに加え、UIJターンの促進等に資する雇用促進税制の拡充を

要望。 

 

〇平成 30年度税制改正要望 

適用期間の延長（２年間）とともに、移転型事業における対象地域への近畿・中部圏中

心部の追加、計画認定時の雇用者数要件の緩和等を要望。 

 

〇令和２年度税制改正要望 

適用期間の延長（２年間）とともに、雇用促進税制の税額控除額の拡充、適用要件の緩

和等を要望。 

 

〇令和４年度税制改正要望 

適用期間の延長（２年間）とともに、情報サービス事業部門の追加、適用要件の緩和等

を要望。 

 

○令和６年度税制改正要望 

適用期間の延長（２年間）とともに、対象施設への子育て施設を追加や対象部門の追加、

適用要件の緩和等を要望。 


	２

